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１．背景
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急速充電ステーション

コントロールセンター

スマートハウス

小水力発電

メガソーラー
ITS

路面電車

発電所

電力貯蔵装置

急速充電ステーション

陸上風車

電気自動車

スマートビル

電気バス

テレビ洗濯乾燥機 食洗機

ホームゲートウェイ

電気自動車

太陽光発電

ＬＥＤ照明

スマートメーター

スマートハウス

三菱重工（株）のイメージ図を参考に作成

Li-ion電池
(交換式)

Li-ion電池
(固定式)

モータ

空調 インバータ

将来的に
路面電車化も視野

電気バス（将来は路面電車化）

電力不足時：電気自動車→家庭
電力過剰時：家庭→電気自動車

架線レス路面電車

駅での停車時：電池に充電
駅間の移動時：電池で駆動電気自動車を

電力インフラとして活用

蓄電池を搭載した路面電車

電池交換式の電気バス。将来的には複数台を連結して路面電車化

３０分で８０％充電

地域の情報・エネルギー・交通を
最適に管理する

コントロールセンター

コントロールセンター

自然の風を
有効利用

燃料電池

ヒートポンプ

省エネエアコン
ホームネットワーク
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スマートコミュニティのコンセプト
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○スマートコミュニティ：ＩＴを活用した省エネで効率的なコミュニティ（スマートグリッド、スマートハウス
等）

→震災を契機にその必要性が急上昇。



電⼒需要

時間帯

電力供力

電⼒が不⾜

電⼒需給量

供給増により対応（設備増強 等）

需要減により対応（ピークカット・シフト
等）

従来の対応

今後の対応

機器の省エネ化（ハード）
×

エネルギーマネジメント（ソフト）

需要側のアプローチ

＝

電力を賢く使う必要性が向上

○電力需給
従来：電力利用に合わせた電力供給力の確保(電気事業者の努力)

→震災以降：電力供給力に合わせた電力利用(使う側の努力)（cf. 計画停電）
○省エネ

従来：高性能な省エネ機器の積極的な導入（ハード面の努力）
→震災以降： 「効率的」で「賢い」省エネ＝エネルギーマネジメント（ソフト面の努力）

（例）
・白熱電球からＬＥＤ照明にする
・高効率のエアコンにする

→ハード面の努力

・過剰な照明を消す
・ピークを避けて電力を使う

→ソフト面の努力 3
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アグリゲーター需要家

ＩＴ・クラウド技術による
サービスの普及

＜アグリゲーターのイメージ＞

エネルギー管理

セキュリティ

⾒守りサービス

・
・
・

EMSや対応家電の価値向上

○効率的なエネルギーマネジメントには、たくさんの需要家を束ねることが有効。
○実施者としてアグリゲーター（束ねる人）に注目

手法：ＩＴ＆クラウド技術で需要家を束ねる
具体的なプレイヤー：機器メーカー、通信事業者など ≠電力事業者

アグリゲーター（束ねる人）
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ね
る



○大口需要家 ：経済合理性

○一般家庭 ：経済合理性＋付加価値（ECHONET-Liteで取得する電力利用データを活用した新サービス）

エネルギーマネジメント市場の特徴
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〔全国メーター設置数（9電⼒）〕

〔約5万個〕

〔約70万個〕

〔約7,700万個〕

契約kW

500ｋＷ

50ｋＷ

⼯場・⼤型ビル

中⼩ビル

マンション

⼀般家庭

占有部は家庭

全国ピーク需要（9電⼒）
約1億8000万kW

約1/3

約1/3

約1/3

エネマネサービスの経済性

導⼊補助による
コスト低減【後述】

電⼒利⽤データ利活⽤環境を整備
【後述】

◎
○
△
×

・エネマネのみで経済性
が確⽴する可能性有り。

・従来のエネマネでは、経済
性の確⽴が困難。

・電⼒利⽤データを活⽤した
効果・経済性の⾼いエネマ
ネサービス等の創出が必要。

共有部はビル

○⼀般家庭部⾨においては従来
のエネマネのみではHEMSの普
及に限界。

※節電メリット：⼀般家庭の平均電気料⾦
8,000円/⽉（総務省統計局）×HEMS節電
効果10%=800円/⽉。⼀部を消費者へ還元
することを考慮すると、管理コストとし
て得られるのはこれ以下。

○例えば、スマートフォンは、
通信・通話機能のみならず、⽣
活にもたらされる付加価値を提
供することで、普及・拡⼤。

○HEMSにおいても、ECHONET-
Liteで取得する電⼒利⽤データ
を利活⽤した付加価値の創出が
期待されており、利活⽤環境を
整備をすることで、HEMSの⾃
⽴的な普及を促進。

電⼒利⽤データの利活⽤が
HEMS普及を促進



２．具体的な取組
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官民による標準化検討会

課
題
と
対
応

(1)技術実証

(3)導入補助

(2)標準化検討

(4)エネルギーマネ
ジメントに留ま
らないビジネス
拡大

HEMSと家電等が
繋がる環境を整備

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度以降

ECHONET Liteを決定
（２０１２年２⽉）

通信⽅式の決定
（２０１３年５⽉）

エネルギー利⽤
データを利活⽤した
新ビジネス創出

⼩
売
分
野
へ
の
新
規
参
⼊

⺠
間
主
導
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

管
理
シ
ス
テ
ム
の
普
及

スマートメーターの本格導⼊開始
（例：東電：２０１４年度下期（１９０万台））

⼩売参⼊⾃由化

機器・システム
のコスト低減

アグリゲーターの育成

全体
スケジュール

BEMS－ビル・エネルギー・マネジメント（管理）・システム
HEMS－ホーム・エネルギー・マネジメント（管理）・システム
MEMS－マンション・エネルギー・マネジメント（管理）・システム

ＭＥＭＳ補助金

電⼒⼩売全⾯⾃由化の意義

⼩売分野に参⼊す
るプレーヤーの次
世代エネルギー管
理ビジネス確⽴

ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ補助金

機器毎の接続マニュアル
策定開始（２０１４年５⽉）

地域実証・技術実証
ディマンドレスポンス

技術の確立

○電力小売全面自由化により、電力事業者以外のプレイヤーが、ECHONET-Liteを用いた新サービ
スとともに参入することが期待。
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（１）技術実証
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○平成22年度から平成26年度
まで実施
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（２）標準化検討
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（２）標準化検討：これまでの主な取組
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電力会社

ECHONET Lite※１

(来年度までに国際標準化
終了予定)

OpenADR※２

(国際標準化取得済)

端末機器例

需要家

ＨＥＭＳ・
ＭＥＭＳ

太陽光発電 蓄電池

エアコン

ガス・石油
給湯器

照明機器 燃料電池

スマート
メーター

EV用充電器

アグリゲーター

○エネルギーマネージメント：メーカーの異なる多様な機器がやり取りできることが必要

→HEMS－機器間の通信規格を標準化＝ECHONET-Lite

○デマンドレスポンス（DR）：異なるアグリゲーター間でのやり取りのルールが必要

→電力会社－アグリゲーター間の通信規格を標準化＝OpenADR

Ａルート Ｂルート

Ｃルート

Aルートと差異のない
電力利用データを発出。

取得

EMS
制御

制御

※２：⽶国で策定済だった規格。2012年9⽉、
⽇本でも活⽤することを決定。

※１：Energy Conservation and Homecare Network
の略。2012年2⽉に活⽤を決定。異なるメーカーに家
電が話す統⼀⾔語であり、90種類以上の機器に対応。

DR
要請

多様な機器・
メーカー

取得



平成25年11月26日
第13回スマートメーター制度
検討会 資料３より抜粋
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（２）標準化検討：
低圧スマートメーターの情報提供ルート（Bルート）対応開始時期



全面的支援・協力

電 力

参加メンバー

経済産業省 ・ NEDO

家 電

ガ ス

情報通信

重 電

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ等

スマートコミュニティ・アライアンス

幅広い業界から324企業・団体が参画（2014年9月19日現在）

実際の案件獲得に向けた受
注体制の構築

 海外市場、政府、競合相手
の動向等の情報収集・共有

世界市場獲得に向けてのロー
ドマップの作成・共有

国際標準化戦略の策定

スマートコミュニティ・アライアンス 事務局：NEDO

企画委員会

国際戦略ＷＧ スマートコミュニティの国際展開戦略を議論

国際標準化ＷＧ スマートコミュニティの重要２６アイテムの国際標準化

ロードマップＷＧ スマートコミュニテイ展開のロードマップを策定

総務会

スマートハウス・ビルＷＧ エネルギー情報の「見える化・評価」を実現

（２）標準化検討：
官⺠プラットフォーム「スマートコミュニティアライアンス」

○スマートコミュニティ市場獲得に向けた全体戦略を検討する母体として、官民が連携した「スマー
トコミュニティ・アライアンス」を設立（2010年4月）。
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事務局
（経産省）
（支援ＩＡＥ）

スマートコミュニティアライアンス（事務局：NEDO）

スマートハウス・ビル標準・事業促進等検討会

林教授（早稲田大学） 一色教授（神奈川工科大学）、森川教授（東京大学）、梅嶋特任講師（慶応大学）

重点機器の業界団体

座長 副座長

研究・実証チーム

・東京電力

・関西電力

・中部電力

・九州電力

・エネット

・電気事業
連合会

・東光東芝
メーター

・GE富士電
機メーター

・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ

・東芝

・三菱電機

・富士通
・ＮＥＣ
・日立
・東京ガス

・高圧ガス
保安協会

ＨＥＭＳ ＴＦ
スマメ TF デマンドレスポンス ＴＦ

・電子情報技術産業協会
・自動車工業会
・日本電機工業会
・燃料電池実用化推進協議会
・日本冷凍空調工業会
・日本照明工業会
・電池工業会
・太陽光発電協会
・日本ガス協会
・日本ガス石油機器工業会
・プレハブ建築協会
・日本配線システム工業会
・情報通信技術委員会
・電気安全環境研究所
・電気事業連合会
・エコーネットコンソーシアム

・シャープ
・ダイキン
・GSユアサ
・日立
・オムロン
・京セラ
・デンソー
・住友電工
・ＫＤＤＩ
・三菱自動車
・東京ガス
・大阪ガス
・ノーリツ

・パナソニック
・東芝
・三菱電機
・ＮＥＣ
・ＮＴＴ
・積水ハウス
・大和ハウス
・トヨタ
・ホンダ
・リンナイ

オブザーバ：経済産業省（事務局）、総務省、ＮＥＤＯ 他

早稲田大学 神奈川工科大学

ｴﾈﾙｷﾞｰ・通信
重点機器ﾒｰｶｰ

＋ ＋

旧HEMS TF

エネルギー総合工学研究所（IAE）

・関西電力

・中部電力

・九州電力

・エネット

・電気事業
連合会

・東京ガス

・大阪ガス

・住友電工

・オムロン

・アズビル

・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ

・東芝

・三菱電機

・富士通
・ＮＥＣ
・日立
・シャープ
・富士電機
・京セラ
・ダイキン工

業
・トヨタ
・デンソー
・エナリス

・NTT
・NTTｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝｽﾞ
・NTTﾌｧｼﾘ

ﾃｨｰｽﾞ
・KDDI
・建設設備

技術者協
会

・野村不動
産

・ｱﾄﾞｿﾙ日進

※平成26年5月現在の体制

（２）標準化検討：
スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会の体制
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（２）標準化検討：
スマートハウス・ビル市場普及拡⼤に向けた相互接続性に係る課題の整理

エネルギー事業者 需要家

DR
システム

需要家

BEMS

USER 
データベース

通信規格：Lonworks、 BACnet等

通信規格：ECHONET-LiteＨEMS

ECHONET Lite
コマンド、プロトコル

アプリケーション

IPアドレス

伝送メディア

課題①：重点機器の下位層
（伝送メディア）の特定・整備
（第３回会合で検討終了）

課題②：運用マニュアルの整備

課題③：他社機器との相互接続検証と機器認証

課題⑤：
DR技術・標準の 調査・研究

欧州
ＫＮＸ 米国

ＳＥＰ2.0

ECHONET Lite
コマンド、プロトコル

アプリケーション

IPアドレス

伝送メディア

アグリゲーター

アグリゲーター

サービス事業者

サービス事業者

サービス事業者

サービス事業者

課題⑥：ＨＥＭＳデータを利活用した事業促進に向けた検討

課題④：国際標準化に向けた検討

平成26年12月1日開催
スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会
第６回会合 概要資料より抜粋
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課題 前回の検討会において取り組むとしていた事項 成果・取組 今後の対応

② 運用マ
ニュア
ルの整
備

○重点８機器からスマートメーターを除いた７機
器について、業界団体とエコーネットコンソー
シアムが連携をし、随時、仕様書策定・見直し
作業を進める。

○低圧Bルート運用ガイドライン改訂版（1.0版
⇒2.0版）を策定。

○HEMS-照明 運用ガイドライン改訂版（1.1版
⇒1.2版）を策定。

○７機器のアプリケーション通信インタフェース
仕様書及び試験仕様書（以下、「両仕様書」と
いう。）を業界団体及びエコーネットコンソーシ
アムと連携し、仕様書案及び試験仕様書案
(一部検討中)を策定。現在、エコーネットコン
ソーシアムにてレビュー中。

○両仕様書については、エコーネット
コンソーシアム標準として来年の早
い時期に公開。

○その他、新製品の登場に伴う新しい
ECHONET Liteクラスの追加及び仕
様の変更等に合わせて、適宜、両
仕様書及びガイドラインの変更を検
討。

③ 他社機
器との
相互接
続検証
と機器
認証

○中小企業等に対する支援業務を継続すると
共に、自立化について認証業務、認証テスト
仕様の外部ライセンス化を軸に検討を進める。

○HEMS認証支援センターにてSMA認証(東京
電力、中部電力)及び通信メディア認証(Wi-
SUN)を開始。

○中小企業への支援として、ECHONET Lite
サービス開発を容易にするソフトウェアを認
証支援センターより提供することを決定。現
在、開発を実施中。

○自立化については、来年４月からの開始に向
けて、認証業務、認証テスト仕様の外部ライ
センス化を軸に引き続き検討中。

○ソフトウェアについて本年度中に公
開頒布するなど、引き続き、中小企
業等に対する支援業務を継続。

○自立化については、来年３月を目途
に成案を得るべく、具体策の検討を
継続。

（２）標準化検討：
第５回スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会の概要（1/2）

平成26年12月1日開催
スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会
第６回会合 概要資料より抜粋

引用元：経済産業省HP スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/mono_info_service.html#smart_house
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課題
前回の検討会において取り組むと

していた事項
成果・取組 今後の対応

④ 国際
標準化
に向け
た検討

○海外認証拠点や会員企業の増加など、
エコーネットコンソーシアムの海外展
開を継続し、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅの普及
拡大に努める。

○海外認証拠点や会員企業の増加については、本年８月
以降、マレーシアを拠点に海外拠点における制御ソフト
ウェア認証開始に向けた技術移転を開始。同国文部科
学省の外郭機関から協力を得つつ広報イベントを実施
する等、現地企業を勧誘中。

○国際標準化については、ISO/IEC JTC 1/SC 25にて標
準化活動を実施中。追加の標準化活動が最終段階
（FDIS/Final Draft International Standard）にある。

○引き続き、海外認証拠点の運営支
援及び会員企業増加のための活動
など、エコーネットコンソーシアムの
海外展開を継続し、ECHONET-Lite
の普及拡大に努める。

⑤ DR技
術・標
準の
調査・
研究

○本年上期にスマートメーターを新宿実
証センターに設置。

○全電力会社ならびにMEMSアグリゲー
タの参画も得て新宿実証センターにて
日本版ADR実証を今夏より実施。

○DRインターフェース仕様書1.1α版で
の実証ならびに手法について検討実
施。（必要に応じて手法を改訂）

○本年６月、スマートメーターを新宿実証センターに設置。

○本年１１月、全電力会社ならびにMEMSアグリゲータの参
画を得て、新宿実証センターにて、日本版ADR実証を開
始。

○実証と連携しつつ、DRインターフェース仕様書1.1版策定
に向けて、修正が必要な点を精査中。また、直接負荷制
御など未検討のユースケース試験や外部の実践的DR
協働実証試験を実施。

○平成27年度初頭を目途に、DRイン
タフェース仕様書1.1版を策定。

⑥ ＨＥＭ
Ｓデー
タを利
活用し
た事業
促進に
向けた
検討

○API標準化、プライバシーマニュアル
整備に関しては、大規模HEMS情報基
盤整備事業（以下、「整備事業」とい
う。）と連携し、具体化を進める。

○本年９月から、整備事業が開始。

○情報基盤の標準化等については、平成２７年度末を目
途に、整備事業と連携しながら、ＡＰＩ、データ処理やセ
キュリティ等について検討する方針で合意。

○プライバシーについても、平成２７年度末を目途に、整備
事業と連携しながら、 「ＨＥＭＳデータ利用サービス市場
におけるデータ取扱マニュアルα版」の改定を行う方針
で合意。

○引き続き、上記方針に基づいて、
APIを含む情報基盤の標準化等及
びプライバシーマニュアル整備につ
いて具体化を進める。

（２）標準化検討：
第５回スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会の概要（2/2）
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（３）導入補助

18



＜スマートマンションのイメージ＞ 共有部
・空調
・照明
・ＰＶ
・蓄電池
・ＥＶ充電器

等

ＭＥＭＳ
アグリゲータ

専有部（各戸）
・ＨＥＭＳ端末
・スマート家電

エネルギー管理
サービスの提供

エネルギー利用情報

全体管理システム

ＨＥＭＳ端末を通じ各戸
の管理など、マンション
全体をエネルギーマネジ
メント

（３）導⼊補助：家庭部⾨へのエネマネ普及政策
スマートマンション導⼊加速化推進事業（24FY補正：130.5億円）

○スマートマンションとは、全体管理システムとHEMSを導入しエネルギーマネジメントを行うマンション。
○家庭部門へのアグリゲータビジネスの普及の足がかりとして、申請者をアグリゲーターに限定して補

助。
○単なるエネルギーマネジメントに留まらない様々なサービスを提供。

【サービス例】
－見える化・時間帯別料金によるDR
－エアコンフィルタ交換時期通知サービス
－停電時最低電力確保

19
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○昨年の公募における採択事業者（２４社） ※今年度は辞退

○追加公募における採択事業者（８社）

アイピー・パワーシステムズ 伊藤忠アーバンコミュニティ 伊藤忠ケーブルシステム エナリス

ＮＴＴファシリティーズ オリックス電力 かんでんＥハウス ＫＤＤＩ※

洸陽電機 シャープ※ ジュピターテレコム 昭和シェル石油

中央電力 つなぐネットコミュニケーションズ テンフィートライト 東急コミュニティー

東芝 トーエネック 長谷工アネシス 日立製作所

ファミリーネット・ジャパン フューチャーシティソリューションズ※ 富士電機 三菱電機

アグリゲータ一覧

○マンションアグリゲーターには、一括受電事業者の他、機器メーカー、通信事業者、ＣＡＴＶ事業
者など、さまざまなプレイヤーが参入。

あなぶきパワー＆リース アルテリア・ネットワークス 九電テクノシステムズ 住友不動産建物サービス

東京ケーブルネットワーク 東北エネルギーサービス 日本ハウズイング ベイ・コミュニケーションズ

（３）導⼊補助：スマートマンション導⼊加速化推進事業 アグリゲーター⼀覧

20



評価項目

○エネマネ
ＭＥＭＳを導入し、エネルギー管理支援サービスを受けている。

○ＤＲ（ディマンドリスポンス）
電力ひっ迫時などに、節電要請のお知らせが届く。節電に協力するこ

とでポイント等が還元される場合もある。

○独自の電気料金メニュー
節電行動による電気料金の削減がさらに効果的になる、独自の料金

プランがある。

○創蓄連携
太陽光パネルや蓄電池が設置されており、緊急時・災害時の電力供

給も安心。

○家電制御
遠隔から標準通信規格（ECHONET-Lite）による制御ができる家電等

（住宅設備も含む）が備わっている。

（３）導⼊補助：スマートマンション評価制度の概要

○補助事業と平行し、各物件の取組の先進性を５つ星で評価する取組を実施中。

→消費者の理解と認知を高め、普及促進につなげるべく、ロゴマークを配布し、住宅情報誌等での
利用を推奨。
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（３）導⼊補助：スマートマンションの実例

○住民からは、見える化モニターを活用し、料金の安い時間帯に電気を使うように心がけた結果、
引越し前と比べ、電気代が３分の１安くなったとなったとの声もある。

プラウド船橋

宅内見える化モニター

見える化PC

急速充電池

エントランスホール
ディスプレイ

エントランスホール
ディスプレイ

急速充電池

22
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（４）エネルギーマネジメント
に留まらないビジネス拡大

～ECHONET-Lite活用シーンの拡大～

23



（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
普及のための環境整備（⼤規模HEMS情報基盤整備事業：平成26年度40.3億円）

○ECHONET-Liteを用いたHEMS普及・新サービス創出のための環境整備を実施。
→多数のＨＥＭＳを一括管理する大規模情報基盤を構築し、①システムの標準化、②プライバシー

上の対応策を検討。

①情報基盤に係る
標準化の検討

実際のシステム構築と消費者への
サービス提供の実施 検討体制の構築

②データ活⽤に係
るプライバシー対

応の検討

24
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（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
新サービスのイメージ

HEMＳ

⾼齢者⾒守りサービス

機器メンテナンスサービス
地域エネルギーマネジメントサービス

地元商店街連携サービス

ホームセキュリティサービス

在・不在分析による効果的な宅配サービス

10%
OFF

＜新サービスのイメージ＞

○ECHONET-Liteを活用して電力利用データを取得し、単なる省エネに留まらない新サービスを生
み出すことで、収益性を確保。



（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
情報基盤の標準化の検討⽅針

○電力利用データに係るビッグデータの利活用が促進されるような情報基盤を構築
×：アグリゲーターがデータを囲い込む
◎：発想力を持つ様々なサービス事業者が情報基盤へ接続できるよう、基盤を標準化

需要家Ａ

ＨＥＭ
Ｓ

サービス
事業者Ａ

アグリゲーター
（大規模HEMS

情報基盤）

太陽光発電 蓄電池

エアコン

ガス・⽯油
給湯器 照明機器 燃料電池

スマート
メーター

EV⽤充電器

サービス
事業者Ｂ

サービス
事業者Ｃ

需要家Ｂ

需要家Ｃ

需要家Ｄ

標準化実施済：
HEMSと異なるメーカーの機器との間のにつ
いて、通信規格を標準化（ECHONET-Lite）

本事業で標準化を検討→
（例）
・保持すべきセキュリティ要件
・サービス事業者へ発出する情

報の種類・形式 等
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（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
プライバシー対応の検討⽅針

○電力利用データのほとんどがパーソナルデータであり、プライバシー問題による社会的批判を恐
れ、事業者が積極的な利活用を躊躇。

→個人情報保護とデータ利活用推進との間でバランスの取れたプライバシー上の対応策（マニュア
ル）の策定を予定

電⼒利⽤データの分類

需要家
（消費者）

アグリゲーター

データ取得

分類①：個人情報を含まな
いデータ

個人情報を含むデータ

分類②：消費者の理解を得
つつ、サービスに積極的
に活用していくべきデー
タ

分類③：取扱に特に注意す
べきデータ

例：時刻情報、
家電のメー
カーコード、
家電及び
家全体の
電力量値/
電流値、家
電の異常
発生状態、
室内温度
等

データの利⽤ケース

需要家
（消費者）

アグリ
ゲーター

データ取得パス
サービス提供ルート
契約

需要家
（消費者）

アグリ
ゲーター

サービス
事業者

需要家
（消費者）

アグリ
ゲーター

サービス
事業者

利⽤ケース①

利用ケース②

利⽤ケース③

加工 サービス
事業者への
データ提供

※データ分類毎にプライバシー上の対応策が異なる
※ケース毎に、アグリゲーターが需要家から取得するべき同意の

内容（第三者提供等）が異なる

→実証の中で取得する需要家の声を反映し、データ分類・利用ケース毎の対応策を整理
27



（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
標準化及びプライバシー対応の⽅向性

（１）ＡＰＩの検討

（ａ）現在または将来想定される具体的なＨＥＭＳデータ利活用サービスを前提に、そこからの要求を満たすよう簡素さと拡張
性のバランスを検討（平成２６年５月２８日開催、第５回事業促進検討会資料から抜粋） 。

（ｂ）HEMSデータ利活用サービスの多様性を確保する観点で、重点８機器からECHONET-Lite仕様でHEMSデータ利活用
サービスに速やかなデータ流通が出来る方策を検討

（２）データ処理やセキュリティ等の課題抽出・検討

（ａ）データ処理については、ＨＥＭＳデータ利活用事業者のユースケースに合わせたデータ処理・機能を検討。

（ｂ）セキュリティーについては、各事業者の特徴を踏まえて、事業者間の通信方式、運用ルール等について検討。

（１）消費者の実際の声を反映したプライバシー上の対応策の検討

（ａ）情報基盤の構築・運用やアンケート等を通じて得られた知見を基に、「ＨＥＭＳデータ利用サービス市場におけるデータ取
扱マニュアルα版」（第５回事業促進検討会資料）を改定。

※その他、事業促進ＳＷＧ等の委員からの御意見等を踏まえつつ、検討内容の追加・変更も検討。

○⼤規模HEMS情報基盤整備事業の採択事業者（iエネコンソーシアム）が、情報基盤を実際に運⽤する
中で、①情報基盤の標準化等、②プライバシー上の対応策を検討。

○検討結果について、事業促進SWGへ照会。SWG等の御意⾒を踏まえつつ、①及び②の対応を実施。

①情報基盤の標準化等について

②プライバシー上の対応策について

平成26年12月1日開催
スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会
第６回会合 配布資料より抜粋
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電力改革の
スケジュール

大規模HEMS
情報基盤

の構築・運用

標準化の検討

プライバシー上の
対応策の検討

（４）エネルギーマネジメントに留まらないビジネス拡⼤：
⼤規模HEMS情報基盤整備事業のスケジュール（平成26年度〜平成27年度）

開発・検証
確認

検討

実装・展開

検討

実装・展開

HEMS導⼊
実運⽤（エネマネサービス等の提供）
及び実運⽤を通じた効果の検証

プライバシー対応の検討

標準化の検討

効果検証結果の
フィードバック

民
間
主
導
に
よ
る
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
情
報
基
盤
の
普
及

プライバシー
マニュアル策定

情報基盤
標準化

26FY 27FY
28FY
以降

広域的運営
推進機関設⽴スマートメーターの

導⼊開始
（例：東電：２６年度（１９０万台））

⼩売参⼊
⾃由化
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３．まとめ
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官民による標準化検討会

課
題
と
対
応

(1)技術実証

(3)導入補助

(2)標準化検討

(4)エネルギーマネ
ジメントに留ま
らないビジネス
拡大

HEMSと家電等が
繋がる環境を整備

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度以降

ECHONET Liteを決定
（２０１２年２⽉）

通信⽅式の決定
（２０１３年５⽉）

⼤規模HEMS
情報基盤整備事業

⼩
売
分
野
へ
の
新
規
参
⼊

⺠
間
主
導
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

管
理
シ
ス
テ
ム
の
普
及

スマートメーターの本格導⼊開始
（例：東電：２０１４年度下期（１９０万台））

⼩売参⼊⾃由化

機器・システム
のコスト低減

アグリゲーターの育成

全体
スケジュール

BEMS－ビル・エネルギー・マネジメント（管理）・システム
HEMS－ホーム・エネルギー・マネジメント（管理）・システム
MEMS－マンション・エネルギー・マネジメント（管理）・システム

ＭＥＭＳ補助金

まとめ

⼩売分野に参⼊す
るプレーヤーの次
世代エネルギー管
理ビジネス確⽴

ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ補助金

機器毎の接続マニュアル
策定開始（２０１４年５⽉）

地域実証・技術実証
ディマンドレスポンス

技術の確立

○電力事業者以外のプレイヤーが、ECHONET-Lite技術を中核として、電力利用に係るビッグデー
タを利活用した新サービスとともに電力市場へ参入。

→①電力市場の活性化、②データ利活用サービスの拡大
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